被災住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税の特例申告書

年　　　月　　　日　
　龍ケ崎市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　　告　　者　住所又は所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（納税義務者）　氏名 又は 名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　　　話　

　次の土地について、地方税法の規定による住宅用地の特例の適用を受けたいので、龍ケ崎市税条例の規定により、次のとおり申告します。
	
	市税条例
	地方自治法
	概　　　要

	□
	第７３条の２第１項
	第３４９条３の３第１項
	被災住宅用地に係る特例

	□
	付則第３２条第１項
	附則第５６条第１項
	東日本大震災に係る特例



	１　土　　地

	地　番
	面　積
	（注１）被災年度における土地所有者

	龍ケ崎市
	
	㎡
	氏名

	龍ケ崎市
	
	㎡
	氏名

	　　（＊注２）被災した日以降に被災住宅用地を取得した場合の記載事項
□ア　　　　　　□①相続人　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　   の　　 □②三親等以内の親族（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□イ　　　　　　□③合併又は分割法人（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	２　上記の土地に所在していた家屋

	家屋番号
	種類
	延床面積
	所有者氏名
	被災原因
	被災した日
	取壊(滅失）日

	
	
	
	㎡
	
	
	
	

	
	
	
	㎡
	
	
	
	

	３　住宅用地として使用できない理由

	



	　被災家屋の建替え予定
	　　有　　・　　無　　・　　未定


注１　申告者と被災した日における土地所有者が異なる場合に記載すること。
注２　被災した翌日以降に、以下のア又はイから被災住宅用地を取得した①相続人②三親等以内の親族③合併
　　　又は分割法人は、そのア又はイとの関係を特記事項に記載すること。
　　　　　ア　被災した日の属する賦課期日における被災住宅用地の所有者
　　　　　イ　被災した日の属する年の１月２日から当該被災した日間での間に被災住宅用地を取得した者
添付書類
　　①被災した事実を証明する書類（り災証明等）
[bookmark: _GoBack]　　②申告者が被災した日の属する年の１月２日から被災した日までの間に被災住宅用地を取得した場合は、
　　　そのことを証する書類
　　③相続人等が特例の適用を受けようとする場合は、相続人等に該当する旨を証する書類。
申告期限
　　賦課期日の属する年の１月３１日まで
適用期間
　　地方税法第３４９条３の３第１項・・・・・・被災した日の属する賦課期日の翌々年度又はその翌年度
     　同　 附則第５６条第１項・・・・・・・・平成２４度から令和８年度
